
愛 媛 県 報
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告 示

�愛媛県告示第１１４２号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

松山市泊町甲２８６の１、甲２８６の３、甲２８６の４、甲３４２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

泊町甲２８６の１・甲２８６の３・甲２８６の４・甲３４２（以上４筆

について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１１４３号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡�万高原町下畑野川乙９６２の１、乙９６５の１
２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

下畑野川乙９６２の１・乙９６５の１（以上２筆について次の図

に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４４号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。
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愛 媛 県 報令和６年１２月２７日 第５７３号

８９６

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡�万高原町下畑野川乙１３３５の１、乙１３４３
２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

下畑野川乙１３３５の１・乙１３４３（以上２筆について次の図に

示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４５号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市宇和町岩木３２６４、３２６６から３２７７まで、３２７８の１、３２７９か

ら３２８２まで、３３２４、３３２６から３３２９まで、３３３１から３３５０まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

宇和町岩木３２６７・３２６８・３２７１・３２７２・３２７５・３２８１・３２８２・

３３２６から３３２８まで・３３３４・３３４１から３３４３まで・３３４７から３３４９

まで（以上１７筆について次の図に示す部分に限る。）、３２６９、

３３２９

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４６号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡鬼北町大字上鍵山１２５０の１、１２８１、１２８２、１７９６から１７

９８まで、１８０６、１８０７、１８０９から１８１３まで、１８１５から１８１７まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字上鍵山１２８２・１７９６から１７９８まで・１８０６・１８０７・１８０９・

１８１３・１８１７（以上９筆について次の図に示す部分に限る。）、

１８１０から１８１２まで

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び鬼北町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４７号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字蕨生１９８３から１９８８まで、２８４０の５、２８６６の

２から２８６６の４まで、２８６８、２８６９の２、２８７０、２８７２の２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

大字蕨生１９８５・１９８６・１９８８・２８６８・２８６９の２・２８７０・２８７２

の２（以上７筆について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松野町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４８号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広



愛 媛 県 報令和６年１２月２７日 第５７３号

８９７

１ 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡松野町大字富岡２８５４、２８５５

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び松野

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１４９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１４条第９項の規定に基づき、

愛媛県資源管理方針（令和２年１２月愛媛県告示第１２８８号）を次のと

おり変更した。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 資源管理に関する基本的な事項

� 本県の水産業の状況

本県の水産業は、平成３０年には生産量で１３７，６６３トン、生産

額は８８７億円に上り、全国でも上位に位置している。また、同

年における漁業経営体数は３，４４４経営体であり、水産業は、多

くの沿岸地域において中核的な産業となっている。このように

水産業は、本県の均衡ある発展のためにも極めて重要な産業で

あり、今後とも水産業の振興を図っていくためには、水産資源

を適切に管理し、合理的に利用していくことが必要である。

� 本県の責務

本県は、漁業法（以下「法」という。）第６条の規定に基づ

き、国とともに資源管理を適切に実施する責務を有する。この

ため、国と協力しつつ、本県の管轄する水面の資源調査、資源

評価及び資源管理を行うとともに、法第１０条第１項の規定に基

づき、必要と認めるときは、農林水産大臣に対し、資源評価が

行われていない水産資源について資源評価を要請するものとす

る。

２ 特定水産資源ごとの知事管理区分

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、

知事が設定する管理区分であり、管理区分ごとに少なくとも以下

の事項を定めるものとする。

� 水域

� 対象とする漁業

� 漁獲可能期間

３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 漁獲可能量

漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基

礎とし、当該特定水産資源を漁獲対象とする漁業の実態その他

の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定めることとする。

� 留保枠の設定

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等に対応す

るため、特定水産資源ごとに漁獲可能量に留保枠を設けること

ができることとする。

� 数量の融通

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等により生

じる、それぞれの知事管理区分に配分した数量の過不足が、漁

業者及び関連業者に与える影響を緩和するため、�及び�の規
定に基づく配分後の関係団体による要望及び知事管理区分ごと

の知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間

における数量の融通を可能な範囲で行い、それぞれの知事管理

区分に配分することで、当該影響の緩和に努めるものとする。

４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる

管理を基本とする。それ以外の知事管理区分については、漁獲量

の総量の管理を行うが、科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制

の整備等が整ったものから、順次、漁獲割当てによる管理に移行

するものとする。

５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

� 特定水産資源

特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年１０月

農林水産省告示第１９８２号）に即して、当該特定水産資源ごとの

資源管理の目標の達成に効果があると認める場合には、小型魚

の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁獲可能量によ

る管理以外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み

合わせて資源管理を行うものとする。

また、当該特定水産資源の採捕をする者による法第１２４条第

１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定

期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の知事への

報告が行われるよう指導を行うものとする。

� 特定水産資源以外の水産資源

特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針

に即して、当該水産資源ごとの資源管理の目標の達成に向け、

最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導かれる漁獲圧力の管

理を適切に行うために、必要と考えられる資源管理の手法によ

る管理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。

法第１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって

必要な資源評価が行われていない場合には、当該資源評価が行

われるまでの間は、利用可能な最新の科学的知見を用いて資源

管理の方向性を設定することとする。

また、当該特定水産資源以外の水産資源の採捕をする者によ

る法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公

表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協

定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれら

の結果の知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。

６ その他資源管理に関する重要事項

� 漁獲量等の情報の収集

ア 漁獲量や漁獲状況に関する情報は、資源状況や環境変動が

資源に与える影響等を把握するために有益であり、資源評価

の精度を上げるために重要である。また、資源管理措置の遵

守状況のモニタリング等、適切な資源管理を行うためにも重

要である。

イ 漁獲量等の情報は、法第２６条第１項又は第３０条第１項の規

定による漁獲可能量による管理として行うもののほか、知事
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許可漁業の許可を受けた者による資源管理の状況等の報告

（法第５８条において準用する法第５２条第１項）、漁業権者に

よる資源管理の状況等の報告（法第９０条第１項）においても

報告が義務付けられている。これらの報告により収集した情

報を農林水産大臣へ報告し、農林水産大臣及び知事が相互に

漁獲量等の情報を共有することにより、適切な資源管理に向

けてこれらの情報を活用していくこととする。

ウ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性

を踏まえて、より迅速かつ効率的に情報を収集することがで

きるよう、国と連携しつつ、漁業者や漁業協同組合、市場等

から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積するシステムの構

築を進めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じ

て編集・処理することで、適切な資源管理に向けてこれらの

情報の活用が図られるようにする。

� 資源管理の進め方

新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者

の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものとする。

� 遊漁者に対する指導

遊漁者に対し、資源管理基本方針及び愛媛県資源管理方針に

基づく資源管理の実施について協力するよう指導するものとす

る。

� その他

資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行われ

ていない水産資源については、当該目標が定められるまでの間

は、利用可能な最新の科学的知見を用いて、漁獲努力量等のデ

ータを収集して検証を行い、必要に応じ現行の資源管理の取組

内容の改善を図る。

また、海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を

取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を

蓄積するため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心

とし、国及び関係都道府県との連携の下、資源管理体制の充実

強化を図る。

７ 愛媛県資源管理方針の検討

法第１４条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の

科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、おおむね５年

ごとに、この資源管理方針についての検討を行うとともに、この

資源管理方針に記載されている個別の水産資源についても、少な

くとも５年ごとに見直しを行うものとする。

８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理の方針

特定水産資源についての具体的な資源管理の方針は、「別紙１

の１まいわし太平洋系群」から「別紙１の８かたくちいわし瀬戸

内海系群」までに、特定水産資源以外の水産資源（法第１１条第２

項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が

行われていないものを除く。）についての具体的な資源管理の方

針は、「別紙２の１かつお（中西部太平洋条約海域）」に、法第

１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資

源評価が行われていない水産資源の資源管理の方向性は、「別紙

３の１かたくちいわし太平洋系群」から「別紙３の２１しらす愛媛

県海域」までに、それぞれ定めるものとする。

別紙１の１

１ 特定水産資源

まいわし太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まいわし漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地

（以下「住所等」という。）がある者がまいわしを採捕する

漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の２

１ 特定水産資源

まあじ

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まあじ漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまあじを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。
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漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の３

１ 特定水産資源

くろまぐろ（小型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から

６月まで）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月ま

で）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）、

愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から６月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関す

る省令（昭和３８年農林省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

� 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（小型魚）を採捕

する漁業（以下「くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業」

という。）

� 漁獲可能期間

４月１日から同年６月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

７月１日から同年９月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１０月１日から同年１２月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１月１日から同年３月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、原則として本県に配

分された漁獲可能量のうち、おおむね９割を直近３年間の漁獲

実績に応じてそれぞれの知事管理区分に配分し、おおむね１割

を本県の留保枠とする。ただし、それぞれの知事管理区分への

最低配分量は１トンとするとともに、国の留保からの配分、繰

越分の追加配分及び年によって異なる漁場形成の変動等を十分



愛 媛 県 報令和６年１２月２７日 第５７３号

９００

に勘案して配分するものとする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の漁獲可能量を追加した場合において、

融通により本県の漁獲可能量が増加した場合は、当該追加を行

う時点が属する知事管理区分に当該追加分数量を配分すること

とし、融通以外により本県の漁獲可能量が増加した場合は、当

該追加分数量を本県の留保枠とする。また、農林水産大臣が本

県の漁獲可能量を削減した場合は、本県の留保枠から減じるこ

ととする。ただし、都道府県別漁獲可能量の削減量が本県の留

保枠より多い場合は、その差分を当該削減を行う時点が属する

知事管理区分から最低配分量の１トンを残して減じることとす

る。それでもなお本県留保枠及び知事管理漁獲可能量の削減量

の合計が都道府県別漁獲可能量の削減量に満たない場合には、

当該知事管理区分以降の知事管理区分について、漁獲可能期間

の近い管理区分から順に同様の方法で漁獲可能量を削減するこ

ととする。

� 留保枠からの配分

本県の留保枠については、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業

（１０月から１２月まで）の漁獲実績が確定した後、原則として本

県の当初配分のおおむね１割を残して愛媛県くろまぐろ（小型

魚）漁業（翌年１月から３月まで）に配分することとする。

ただし、知事管理区分における漁獲量が当該知事管理漁獲可

能量を超えており又は超えるおそれがあると知事が認めた場合

は、当該特定水産資源の来遊状況等を踏まえ、本県の当初配分

のおおむね１割を残し、必要とする漁獲可能量を当該知事管理

区分に配分するものとする。

� 漁獲可能量の繰越

知事管理区分における漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超

えなかった場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量に

加え、超えた場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量

から減じることとする。それでもなお当該知事管理区分におけ

る知事管理漁獲可能量の削減量が前管理区分の超過分に満たな

い場合には、当該知事管理区分以降の知事管理区分について、

漁獲可能期間の近い管理区分から順に同様の方法で漁獲可能量

を減じることとする。ただし、前管理区分の超過分を減じた結

果、当該知事管理漁獲可能量が１トンを下回る場合は、不足す

る量を留保枠から配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙１の４

１ 特定水産資源

くろまぐろ（大型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関する

省令（昭和３８年農林水産省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（大型魚）を採捕す

る漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

ア 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚げ

した日からその属する月の翌月の１０日までとする。

イ 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規定

による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分にお

ける漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３日以内

とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当該知事管

理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれが

なくなったと認めるときは、この限りではない。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、本県に配分された漁

獲可能量のおおむね９割とし、おおむね１割を留保枠とする。

なお、留保枠が１トン未満であるときは１トンとし、知事管理

区分への配分は、本県に配分された漁獲可能量から１トンを差

し引いた数量とする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の都道府県別漁獲可能量を変更した場合

には、当該変更数量の全量を本県の知事管理漁獲可能量から加

減することとする。ただし、都道府県別漁獲可能量の削減量が

本県の知事管理漁獲可能量より多い場合は、その差分を留保枠

から減じることとする。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙１の５

１ 特定水産資源

するめいか

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県するめいか漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、するめいかの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がするめいかを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。
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３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

小型機船底びき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の６

１ 特定水産資源

まさば及びごまさば太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まさば及びごまさば漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まさば及びごまさば太平洋系群の

採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまさば及びごまさば太平洋系群

を採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の７

１ 特定水産資源

かたくちいわし太平洋系群（体色が銀色のものをいう。）（ス

テップアップ管理対象資源）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県かたくちいわし（太平洋系群）漁業と

する。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、かたくちいわし太平洋系群の採捕

を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がかたくちいわし太平洋系群を採

捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、陸揚げした日からその

属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし・あじ・さばまき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第１９８２号）の本則

の第１の２�に定めるステップアップ管理を行う。
別紙１の８

１ 特定水産資源

かたくちいわし瀬戸内海系群（体色が銀色のものをいう。）

（ステップアップ管理対象資源）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県かたくちいわし（瀬戸内海系群）漁業

とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、かたくちいわし瀬戸内海系群の採

捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がかたくちいわし瀬戸内海系群を

採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、陸揚げした日からその

属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ
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の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

瀬戸内海機船船びき網漁業等 ８，５５１

５ その他資源管理に関する重要事項

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第１９８２号）の本則

の第１の２�に定めるステップアップ管理を行う。
別紙２の１

１ 水産資源

かつお（中西部太平洋条約海域）

２ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

３ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１ 削除

１ 水産資源

かたくちいわし太平洋系群

令和６年１１月２１日付けの資源管理基本方針改正により、特定水

産資源となったため、別紙１へ移行。

別紙３の２ 削除

１ 水産資源

かたくちいわし瀬戸内海系群

令和６年１１月２１日付けの資源管理基本方針改正により、特定水

産資源となったため、別紙１へ移行。

別紙３の３

１ 水産資源

ひらめ太平洋南部

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和１２年度

末までに、中位以上に回復させることを目指す。なお、当該資源

において、資源管理目標案等を示した資源評価結果が公表された

場合には、資源管理基本方針の別紙に資源管理目標が定められる

までの間、当該資源評価結果に基づく指標等を資源管理の方向性

とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の４

１ 水産資源

ひらめ瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の５

１ 水産資源

たちうお太平洋中・南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の６

１ 水産資源

たちうお瀬戸内海

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。
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また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の７

１ 水産資源

まだい太平洋南部

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和１２年度

末までに、中位以上に回復させることを目指す。なお、当該資源

において、資源管理目標案等を示した資源評価結果が公表された

場合には、資源管理基本方針の別紙に資源管理目標が定められる

までの間、当該資源評価結果に基づく指標等を資源管理の方向性

とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の８

１ 水産資源

まだい瀬戸内海中・西部系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の９

１ 水産資源

ぶり

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１０

１ 水産資源

さわら太平洋南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１１

１ 水産資源

さわら瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１２

１ 水産資源

たこ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、
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中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１３

１ 水産資源

あわび愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１４

１ 水産資源

とらふぐ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１５

１ 水産資源

いせえび愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１６

１ 水産資源

さざえ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１７

１ 水産資源

いかなご愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。



愛 媛 県 報令和６年１２月２７日 第５７３号

９０５

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１８

１ 水産資源

なまこ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１９

１ 水産資源

いさき太平洋中・南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の２０

１ 水産資源

いさき瀬戸内海

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に維持することを目指す。なお、国が行う資源評価によ

り、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評価

結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の２１

１ 水産資源

しらす愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

しらすを漁獲対象とする漁業について、しらすを漁獲する漁獲

努力量を現状より増加させないよう努める。

愛媛県漁業調整規則を遵守させるとともに、当該水産資源の採

捕をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定

した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促

進する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

�������
�愛媛県告示第１１５０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

まいわし太平洋系群に関する令和７管理年度（令和７年１月１日か

ら１２月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を次

のように定めた。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１５１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

まあじに関する令和７管理年度（令和７年１月１日から１２月３１日ま

での期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を次のように定め

た。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県まいわし漁業 現 行 水 準

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県まあじ漁業 現 行 水 準
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�愛媛県告示第１１５２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

かたくちいわし太平洋系群に関する令和７管理年度（令和７年１月

１日から１２月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能

量を次のように定めた。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１５３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

かたくちいわし瀬戸内海系群に関する令和７管理年度（令和７年１

月１日から１２月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可

能量を次のように定めた。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１５４号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定に基づ

き、松山港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示する。

令和６年１２月２７日

松山港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 港湾計画の変更の概要

港湾計画の変更の概要（平成５年８月愛媛県告示第１０７１号）及

び松山港港湾計画の変更の概要（令和５年６月愛媛県告示第７６４

号）によりその概要を告示した松山港港湾計画について変更した

事項は、次のとおりである。

土地利用計画

地区名 面積（ヘクタール） 用 途

７（７）
ふ

埠頭用地

吉 田 浜

１（１） 港湾関連用地

８２（８２） 工業用地

１４０（３） 交通機能用地

注 （ ）の数値は、内数で、港湾の開発、利用及び保全並びに港湾
に隣接する区域の保全に特に密接に関連する土地利用計画を示す。

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

�������
�愛媛県告示第１１５６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１７項の規定により、道前道後土地改良区連合から次のと

おり役員が就任し、及び退任した旨の届出があった。

令和６年１２月２７日

愛媛県中予地方局長 矢 野 悌 二

就 任

退 任

�愛媛県告示第１１５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年１２月２７日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県かたくちいわし（太平洋系群）漁業 ９２，０００トンの内数

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県かたくちいわし（瀬戸内海系群）漁業 ４８，０００トンの内数

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 加 藤 章 東温市樋口２４４番地

〃 玉 井 敏 � 西条市丹原町高松甲１３５１番地１

〃 真 鍋 美 鈴 西条市小松町新屋敷甲１８００番地

〃 大 野 英 子 東温市松瀬川甲１１６５番地３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 石鎚伊予小松停車場線
西条市氷見丁８番２０９地先から

同市氷見丁８番２３５まで
令和６年１２月２７日

〃 近 藤 信 利 西条市丹原町高知４５５番地

〃 武 田 喜 義 西条市実報寺甲１６９番地１

〃 佐々木 則 彦 西条市丹原町関屋甲４４３番地３

〃 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６番地

〃 梅 岡 伸一郎 松山市上市２丁目４番２７号

〃 池 川 和 裕 東温市見奈良３３６番地１

〃 城 石 好 博 伊予市下三谷１５６１番地１

〃 福 島 清 繁 伊予郡松前町大字西古泉７６番地

監 事 櫛 部 玲 子 西条市北条１２６１番地１０

〃 三 木 伸 西条市小松町北川１０３番地２

〃 森 俊 一 松山市余戸中５丁目１番３号
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労働委員会告示

�愛媛県告示第１１５７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和６年１２月２７日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第１１５８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和６年１２月２７日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県告示第１１５９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和６年１２月２７日

愛媛県南予地方局長 阿 部 恭 司

�愛媛県労働委員会告示第４号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示する。

令和６年１２月２７日

愛媛県労働委員会

会 長 村 田 毅 之

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

合同会社ひより 訪問介護ひより 愛媛県宇和島市川内甲２５３０番地１ 令和６年１１月１５日 訪問介護

株式会社ニチイ学館 ニチイケアセンターうわじま 愛媛県宇和島市川内甲９７８番地１ 令和６年１１月３０日 訪問介護

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０７００４６２ ヴェルデＴ・Ｋ株式会
社

愛媛県大洲市八多喜町
甲１２番地２ 平 田 和 子 就労継続支援

Ｂ型
就労継続支援Ｂ型 伊
集園

愛媛県大洲市米津甲１２
０番地の２

令和６年
１２月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３０００７３ 株式会社 ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台四丁目６番地 森 信 介 居宅介護 ニチイケアセンターう

わじま
愛媛県宇和島市川内甲
９７８番地１

令和６年
１１月３０日

３８１０３０００７３ 株式会社 ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台四丁目６番地 森 信 介 重度訪問介護 ニチイケアセンターう

わじま
愛媛県宇和島市川内甲
９７８番地１

令和６年
１１月３０日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 加 藤 章 東温市樋口２４４番地

〃 玉 井 敏 � 西条市丹原町高松甲１３５１番地１

〃 今 井 敬 三 西条市玉之江２９３番地

〃 橋 本 � 市 西条市小松町大頭甲２５４番地１

〃 近 藤 信 利 西条市丹原町高知４５５番地

〃 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６番地

〃 梅 岡 伸一郎 松山市上市２丁目４番２７号

〃 池 川 和 裕 東温市見奈良３３６番地１

〃 城 石 好 博 伊予市下三谷１５６１番地１

〃 福 島 清 繁 伊予郡松前町大字西古泉７６番地

監 事 福 嶋 正 志 伊予郡松前町大字永田３０５番地

〃 村 上 繁 敏 西条市楠甲４５３番地２

〃 森 俊 一 松山市余戸中５丁目１番３号
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正 誤

�正 誤

令和６年３月１５日付け第４９２号愛媛県告示第１８８号（道路の区域変

更（県道広田双海線））中

�������
�正 誤

令和６年１１月１日付け第５５７号愛媛県告示第９７２号（道路の供用開

始（県道鳥坂宇和線））中

愛媛県労働委員会あっせん員候補者名簿

ページ 箇 所 誤 正

１３１

表
区域変更の区
間の欄中
上から２段目

甲１１６０番２まで 甲１１６３番１まで

１３１

表
区域変更の区
間の欄中
上から３段目

甲１１６０番２から 甲１１６３番１から

ページ 箇 所 誤 正

７９２

表
供用開始の区
間欄中
上から２段目

同町明石２５３３番２まで 同町明石２５５３番２まで

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 委嘱年月日

村 田 毅 之
愛媛県労働委員会会長
松山大学法学部教授
松山大学大学院法学研究科教授

３５期
３９～４６期 令和５年９月１５日

大 野 圭 介 愛媛県労働委員会会長代理
弁護士 ４２～４６期 〃

小 田 敬 美
愛媛県労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授
愛媛大学大学院人文社会科学研究科教授

４２～４６期 〃

武 智 雅 子 愛媛県労働委員会委員
特定社会保険労務士 ４３～４６期 〃

重 松 大 輔 愛媛県労働委員会委員
弁護士 ４６期 〃

田 中 圭 子
愛媛県労働委員会委員
ＪＡＭ四国書記長
ＪＡＭ四国愛媛地区協議会特別役員

３８～４１期
４５～４６期 〃

中 塚 広 之
愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会副会長
自治労愛媛県本部執行委員長

４５～４６期 〃

白 石 浩 司 愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会事務局長 ４６期 〃

菊 川 泰 愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会会長 ４６期 〃

長 岡 英 樹
愛媛県労働委員会委員
日本労働組合総連合会愛媛県連合会副会長
ＵＡゼンセン愛媛県支部長

４６期 令和６年１２月１３日

柴 田 智 恵
愛媛県労働委員会委員
（有）大豊陸送代表取締役
愛媛県経営者協会副会長

４３～４６期 令和５年９月１５日

本 田 美 紀 愛媛県労働委員会委員
（有）オルソ本田取締役 ４４～４６期 〃

八 塚 洋 愛媛県労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ４５～４６期 〃

島 原 豊 行 愛媛県労働委員会委員
（株）島原本舗代表取締役社長 ４６期 〃

土 岐 正 和 愛媛県労働委員会委員
住友共同電力（株）総務管理部長 ４６期 〃

神 原 浩 司 愛媛県労働委員会事務局長 ― 令和６年４月１日

岡 田 英 樹 愛媛県労働委員会事務局次長 ― 令和５年４月１日

� 村 正 志 愛媛県労働委員会事務局審査調整課長 ― 令和６年４月１日

令和６年１２月２７日 発行


